公募提案書（様式3）

二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補助事業実施計画書
	国名及び事業名
	和文名：対象国を事業名の前に記載するとともに、 英文名も併記する
英文名：

	代表事業者名
	 応募者名を記載する

	代表事業者

の担当者
	事業実施の担当者（責任者及び事業の窓口となる方）

	
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	
	氏名（窓口）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	FAX番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	
	

	共同事業者
	団体等の名称
	事業実施責任者

	
	
	氏名
	部署･役職名
	電話・FAX番号
	所在地･E-mailｱﾄﾞﾚｽ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	事業の主たる実施場所
	＊　実際に補助事業を実施する場所の住所を記入する（地図【書類番号3-1】を添付）

	＜１．事業の目的・概要＞

	【目的】
【概要】

＊　補助事業及び導入する設備等の概要（内容・規模等）、関連する調査事業（案件組成事業、実現可能性調査等）に加え、事業立案に至った経緯を記入する。


	＜２．事業者の概要＞

	【代表事業者及び共同事業者の経営健全性･経理的基礎】
【代表事業者の低炭素化に資する環境対策への取組】
＊　過去・将来における低炭素化に向けての取組を記入する。


	＜３．事業の性格＞

	【事業の公益性】
＊　補助事業の公益的性格について具体的に記入する
【資金回収・利益の見通し】

（１）補助事業に関する資金回収・利益の見通し

（２）投資回収年数（補助金なし）

（３）投資回収年数（補助金あり）

（４）内部収益率（補助金なし）

（５）内部収益率（補助金あり）
＊　補助事業に関する資金回収・利益の見通しについて、同事業のイニシャルコストのうちの自己負担額、同事業による年間キャッシュフローの額（年間のランニングコストの減少額等）に基づき記入する。投資回収年数（補助金なし・補助金あり）、内部収益率（補助金なし・補助金あり）についても記入すること。
＊　各数値の計算過程や算出根拠については、別紙【書類番号3-2】にまとめること。
【事業実施にあたり想定されるリスクとその対処方法】
【事業のモデル性及び他の事業への波及効果】
＊　補助事業のモデル性について具体的に記入するとともに、他の事業者にどのような波及効果が期待されるか具体的に記入する。

	＜４．導入技術＞

	【導入技術の優位性】
· 導入する技術の選定理由と価格妥当性について、競合製品・技術との性能・効率・コスト面での比較（メーカー名や定量的なデータによる説明を含む）とともに記入し、必要に応じて根拠資料を添付してください。特に、定量的なデータによる優位性の説明（例：エアコンのCOPの比較）とともに、その優位性を達成している技術的な特徴（例：インバータ制御を導入している）の両方を記入してください。
· 国際条約等に抵触しない技術を活用してください（例：モントリオール議定書に基づくオゾン層破壊物質を冷凍機等の冷媒として使用しない）。

· 「導入設備・機器の仕様書及びカタログ」及び「導入設備・機器の配置図及びシステム図」【書類番号3-3】を添付する。
【CO2排出削減の仕組み】
【リファレンス設備との違い】
· リファレンス設備とは、「現時点で現地又は世界各国で調達可能な技術」を指します。補助事業により導入する技術と、「現時点で現地又は世界各国で調達可能な技術」について、それらの性能・仕様を定量的に比較してください。
· 性能・仕様の定量的な比較においては、その根拠資料も添付してください。

· 補助事業により、既存設備を代替して新たな技術を導入する場合は、参考として既存設備の性能・仕様を記載することも可能ですが、性能・仕様の比較やCO2及び温室効果ガス削減効果の算定は、既存設備ではなく、「現時点で現地又は世界各国で調達可能な技術」と比較してください。 
【実用化された技術であることの説明】
＊　公募要領別添2「類似技術の分類」に該当する技術を導入する場合、どの分類に該当するかを含めて説明する。
【パートナー国における政策との合致度】

【導入技術の普及状況及び今後の活用・展開の見通し】
＊　補助事業により導入する技術の普及状況や、今後、どのように活用・展開されることが期待されるか具体的に記入する。


	＜５．事業の効果＞

	【ＣＯ２及び温室効果ガス削減効果】
（１）ＣＯ２削減効果
・・・トンＣＯ２／年
（２）温室効果ガス（ＧＨＧ）削減効果　
　　　　・・・トンＣＯ２／年

＊　【ＣＯ2削減効果の算定根拠】により算定したＣＯ2削減量とＧＨＧ削減量を記入する。
【ＣＯ２削減効果の算定根拠】
別添のとおり
＊　「別添のとおり」と記入し、センターが別途提示する「排出削減量算定にかかるエクセルファイル（太陽光、小水力、コジェネ、冷凍機）」または他の適切な方法により、事業の直接効果及び波及効果を算定した上で、同ファイルを添付する。
　　また、方法論（案を含む）を開発済みの場合は、方法論において使用するスプレッドシートにより、排出量を算定した上で、同ファイルを添付する。

【ＣＯ２及びＧＨＧ削減コスト（費用対効果）・算定根拠】
（１）ＣＯ２削減コスト（補助金所要額）
・・・円／トンＣＯ２＝補助金所要額÷（CO2削減量／年×法定耐用年数）
（２）ＧＨＧ削減コスト（補助金所要額）
・・・円／トンＣＯ２＝補助金所要額÷（GHG削減量／年×法定耐用年数）
（３）ＣＯ２削減コスト（補助対象経費支出予定額）
・・・円／トンＣＯ２＝補助対象経費支出予定額÷（CO2削減量／年×法定耐用年数）
＊　「CO2削減量／年」及び「GHG削減量／年」は上記の【ＣＯ２及び温室効果ガス削減効果】に記入したそれぞれの削減効果を引用する。　

　　なお、耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五号）の別表第二『電気業用設備　電気業用水力発電設備　22年』を適用」のように参照箇所と合せて記載すること。
＊　「モニタリング機器の仕様書及びカタログ」及び「モニタリングに関するシステム図」【書類番号3-4】を添付する。


	＜６．方法論の考え方と完成見込み度＞

	【方法論の開発状況】
＊　合同委員会で採択された方法論を活用予定の場合、その方法論のMethodology numberを記載する（方法論を添付する必要はない）。
＊　上記以外の場合、活用予定の方法論案の開発状況を記載する。方法論案について別紙として添付してもよい。


	＜７．事業の実施体制＞

	【補助事業の実施体制】

【導入設備の運営維持管理体制】
【モニタリングの実施体制】
＊　（別紙【書類番号3-5】添付でも可）補助事業の実施体制について、発注先に加え、国際コンソーシアム内の施工監理や経理等の体制を含め記入する。運営維持管理体制については、保守計画についても記入する。
＊　応募者（代表事業者）及び共同事業者の事業参画意志決定状況を示す資料【書類番号3-5】を添付する。

	＜８．資金計画＞

	【ＪＩＣＡ等政府系金融機関の出資・融資を受ける事業との連携有無】
＊　連携する場合、政府系金融機関の名称、当該事業、出資・融資範囲を記入する。
【資金調達先・支出割合】
＊　補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画及び調達方法について、具体的な資金調達先と金額（借入れの場合は、金利、返済期間、担保も含める）を含めて記入する。
＊　SPCを設立する場合はその出資者構成と出資比率を記入する。
＊　事業目論見書【書類番号3-6】を添付する。
【各資金調達先の意志決定状況】
＊　各資金調達先との交渉状況や調達完了までの具体的なスケジュールを記入する。
【他の補助金との関係】
＊　日本国もしくはパートナー国の他の補助金等（固定価格買取制度を含む。）への応募状況等を記入する。

	＜９．補助対象経費に含まれる設備・機器、工事などの調達＞

	【調達先】
設備１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]

設備２：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]

工事１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
＊　補助対象経費の中に国際コンソーシアム構成員からの製品等の調達（各構成員による自社調達を含む）にかかる経費が含まれる場合、その内容について記載する。
【調達経費の妥当性】
· 対象国の市場における価格競争力や他社製品とのコスト比較を勘案の上で説明すること。

	＜10．事業実施に関連する事項＞

	【事業実施の前提となる許認可取得と関連契約等の状況及び予定】
· 許認可及び、導入設備の運用に必要な原材料調達や売電等にかかる調整状況を説明すること。　　

これら調整状況の根拠書類【書類番号3-7】を添付してもよい。
【事業実施サイトの土地確保の状況及び予定】
【環境・社会経済への影響】
【持続可能な開発への貢献】



	＜11．事業実施スケジュール＞

	＊　事業の実施スケジュールを記入する。事業期間が複数年度に亘る場合には、全工程を含めた実施スケジュールとし、事業内容と照らし合わせ、何をどこまで実施するのかが明らかに分かるように記入する。
＊　設備機器の導入だけでなく、MRVの実施、クレジットの申請、日本国政府口座への納入に関するスケジュールを記入すること。（少なくとも、モニタリング開始までは記入）
＊　実施スケジュールは別紙を添付してもよい。



注１　本計画書に、設備のシステム図・配置図・仕様書、記入内容の根拠資料等を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。

